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第 1 章 序論  
 








1.1.1 世界の自然災害状況 1)， 2)   
ベルギーのルーベンカソリック大学災害疫学研究センター (CRED: The Centre for 
Research on the Epidemiology of Disasters)が保有する EM-DAT における自然災害に関
する統計では， 2014 年の 1 年間に発生した自然災害は 324 事例あり，世界で 7,823 人の
命が奪われたとある．その 324 事例の内 144 事例がアジアで発生している．また，自然災
害の被害にあった国の上位 10 か国は，中国 (40 事例 )，アメリカ (20 事例 )，インド (15 事
例 )，日本 (13 事例 )，フィリピン (13 事例 )，インドネシア (10 事例 )，フランス (8 事例 )，メ
キシコ (8 事例 )，タイ (8 事例 )，ネパール (7 事例 )の順となっている． 1990 年以降の自然災
害の事例数と被害者数は図 1-1 のようになっている．  
 
 
図 1-1 世界の自然災害状況 1 ) 
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1.1.2 日本の自然災害状況 3)  
日本では 2014 年に発生した自然災害において 285 人の死者・行方不明者が発生してお
り，具体的な事例として，平成 26 年 8 月 20 日に発生した広島土砂災害，平成 26 年 9 月
27 日に発生した御嶽山の噴火，平成 26 年 12 月からの大雪等が挙げられる．また，自然災
害における死者・行方不明者数は図 1-2，平成 5 年からの自然災害における死者・行方不







図 1-2 自然災害による死亡者数 3 ) 
表 1-1 自然災害による死者・行方不明者数 3 ) 
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1.2 国際社会における災害への取り組み  
 国際連合事務局の組織である国際連合国際防災戦略 (UNISDR)が主催する，第 3 回国連
防災世界会議が東日本大震災から 4 年を迎えた平成 27 年 3 月 14 日～18 日の間，宮城県
仙台市内にて開催された．この国際会議において，新たな防災の取組指針となる「仙台防
災枠組 2015-2030」が策定された．この国際会議は 1987 年の国連会議で自然災害による
人的損失，物的損害，社会的・経済的混乱について，国際協調行動を通じて軽減を図るこ
とを目的とした活動プロジェクトとして 1990 年代を「国際防災の 10 年」と定められたこ
とにより，1994 年に第 1 回国連防災世界会議が横浜市で開催され，「より安全な世界に向
けての横浜戦略とその行動計画」 (Yokohama Strategy and Plan of Action for a Safer 
World：Guidelines for Natural Disaster Prevention, Preparedness and Mitigation )の採
択が決定された．「国連防災の 10 年」の中で実施された先駆的作業の継続が不可欠なこと
から，1999 年 11 月の国連総会において，新たに「国際防災戦略 (ISDR）」を実施すること
と，この活動を推進する組織・体制の整備，各国国内に設立された国内委員会の維持強化
を図ることなどが提示されたことにより，2005 年に第 2 回国連防災世界会議が神戸市で
開催された．第 2 回会議の成果として，「兵庫行動枠組 2005-2015：災害に強い国・コミュ
ニティの構築」（HFA：Hyogo Framework for Action 2005-2015～Building the Nations 
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1.3 日本の災害への取り組み  
 災害に対する基本的な法律には，1947 年 (昭和 21 年 )の南海地震を契機に制定された災







歩みをまとめると図 1-3 のようになる．  
平成 27 年版防災白書 3)によると平成 26 年に災害救助法が適用された市町村は 59 あり，
平成 7 年の兵庫県南部地震以降については図 1-4 のようになる．地域の自主防災組織は平
成 26 年 4 月 1 日現在において， 1,742 市区町村のうち，1,657 団体 (95.1%)で設置されて
おり，その組織数は 156,840 組織に上る．その結成された組織の内訳は，町内会単位で結
成されているものが 148,364 組織 (94.6%)，小学校区単位で結成されているものが 3,067 組
織 (2.0%)，その他のものが 5,409 組織 (3.4%)となっている．また，自主防災組織の隊員数
は，41,847,876 人となっている．平成 22 年からの地域の自主防災組織を有する市区町村
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 図 1-3 防災に関わる法的整備のあゆみ 3) 










 図 1-6 自主防災組織の構成単位と隊員数 3)
 
図 1-5 自主防災組織を有する市区町村数 3) 
図 1-4 災害救助法が適用された市町村数 3) 






















1.5 災害対応時の被害推定とその意義  
 既往研究における地震動と建物の倒壊を用いた地震被害推定モデル 7) ,  8 )では，地震発生
時の初期情報によって被害推定がなされ，リモートセンシング技術による地震被害推定モ




図 1-7 災害サイクル  





















1.6 本論文の構成  
第 2 章では，災害情報の曖昧性について述べ，過去の災害事例における人的被害情報の
報告時間について考察を行う．  
第 3 章では，人的被害情報の経時変化を線形で表わし，簡易的な DMAT 派遣モデルの検
討を行う．  
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2.1.1 被災者数の下方修正事例付録 1)  
2006 年 5 月 27 日に発生したジャワ島中部地震において，インドネシア政府の災害対策
本部が 6 月 5 日に死者数をこれまでの 6,234 人から 5,782 人に下方修正したこと，負傷者
数は従来集計から 1 万人以上も減少したことについての記事がある．また， 2006 年 7 月







2.1.2 行方不明者数把握の困難さ事例  
2014 年 8 月 20 日に発生した広島土砂災害における，行方不明者数の把握の困難さにつ
いて述べる．この災害による報告死亡者数と行方不明者数の時間推移 付録 2)について図 2-1
に示す．土石流が発生した場所が複数あり発生時刻が不明であるが，ネットの情報では午
前 3 時 20 分ごろには救助要請があり，資料 (図 2-2)の掲載時間が午前 8 時 33 分や 37 分と
なっているため，発災後約 5 時間経過していると考えられる．この時間帯において行方不
明者が数十名となっており，時間が経過していくと行方不明者が 13 名から 7 名まで減少
し，47 名まで急増する．このように行方不明者数の把握が遅れた理由付録 3)として，以下の
表 2-1 報告機関による人的被害者数の推移  




















図 2-1 死亡者数と行方者数の時間推移  
図 2-2 死亡者数および行方者数資料 付 録 2 ) 




2.1.3 情報源の違いによる死亡者数のタイムラグ事例  
2015 年 4 月 25 日に発生したネパール地震における報告死亡者数のタイムラグについて
述べる．この地震による被害はネパールの周辺国である中国，インドおよびバングラディ
シュにもおよんでいる．被害を受けた 4 か国の報告死亡者数付録 4)を調べると図 2-3 のよう
になる．この報告された死亡者数は何度も増減しており，その一例をあげると，ネパール
では 6,000 人が 5,489 人に，中国では 18 人が 13 人に，インドでは 62 人が 44 人に，バン












の三つに分類して，第 1 報の平均報告時間を見てみる．また，第 1 報の報告時間について
災害発生後から 1 時間ごとに区切り，その時間帯に該当する事例数を調べる．さらに，最
終報告時間，最終報告者数および情報の更新回数の関係性について考察する．過去の地震
災害事例付録 5)として表 2-2 の地震災害事例を対象とする．これらの事例において，災害発
生後の報告者数 (死亡者 )とその報告時間は図 2-4(付録 6)のようになる．  
 
図 2-3 ネパール地震の国別死亡者数推移  








表 2-2 過去の災害事例一覧表  
図 2-4 各災害事例における死亡者数の経時変化  




2.2.1 報告時間の考察  
 各災害事例における第 1 報の報告時間についてみてみると，最も早いの時間は災害発生
後 1 時間に報告されており，最も遅い時間は災害発生後 46.2 時間に報告されている．全
体での第 1 報の平均報告時間は 5.671 時間となる．  
 外務省 HP を参考 (図 2-5)にして，災害事例の発生場所について分類すると表 2-3 のよう
になる．地域別による第 1 報平均時間は，アジアでは 3.36 時間，オセアニアでは 9.9 時
間，中南米は 9.8 時間，中東では 4.0 時間，欧州では 7.2 時間となる．  
 最後の情報を得た最終報告時間において，時間を 24 時間ごとに区切って災害事例を分
類すると表 2-4 のようになる．最終報告時間別による第 1 報平均時間は， 24 時間 (1 日 )以
内の事例では 4.6 時間，48 時間 (2 日 )以内の事例では 12.0 時間，72 時間 (3 日 )以内の事例
では 2.9 時間，96 時間 (4 日 )以内の事例では 3.7 時間，96 時間を超える (5 日以上 )の事例
では 5.6 時間となる．  
 最後の情報である最終報告者数では，各災害事例の最終報告者数を表 2-5 のように区分
する．最終報告者数別による第 1 報平均時間は，0~10 人では 7.4 時間，11~50 人では 5.2
時間，51~100 人では 2.5 時間，101~500 人では 4.5 時間，501~1000 人では 6.2 時間，
1,001 人以上では 3.0 時間となる．  
 第 1 報の報告がどの時間帯に多くされているかを調べるために，災害発生後の経過時間
を 1 時間ごとに区切り，その時間帯に該当する災害事例の個数 (ヒストグラム )を求めると
図 2-6~図 2-9 のようになる．災害発生後 6 時間までには災害事例 51 例中 38 例 (74.5%)に
おいて第 1 報を入手している．同様に第 2 報から第 5 報までの情報を得た時間帯のヒスト
グラムを求めてみると図 2-10~図 2-13 のようになる．更新回数が 1 回の事例は 51 事例，
2 回は 40 事例，3 回は 37 事例，4 回は 32 事例，5 回は 28 事例であり，それぞれの平均
更新時間は，1 回目 (第 1 報 )5.67 時間，2 回目 (第 2 報 )7.51 時間，3 回目 (第 3 報 )12.74 時
間，4 回目 (第 4 報 )20.49 時間，5 回目 (第 5 報 )25.01 時間となる．それぞれの更新回数に
おいて該当事例数が多い時間帯は，1 回目 (第 1 報 )では災害発生後 2~3 時間，2 回目 (第 2
報 )では災害発生後 3~4 時間，3 回目 (第 3 報 )では災害発生後 4~5 時間，4 回目 (第 4 報 )で
は災害発生後 4~5・6~7 時間，5 回目 (第 5 報 )では災害発生後 5~6 時間となっている．こ
のことから，災害発生後 6 時間までに少なくとも 1 回，多ければ 5 回の情報を更新が可能
であるといえる．  















図 2-5 世界地域区分  
表 2-3 第 1 報更新時間 (地域別 ) 







表 2-4 第 1 報更新時間 (最終報告時間別 ) 
表 2-5 第 1 報更新時間 (最終死亡者数別 ) 


































































































































































































































































 各災害事例において，最終報告者数と最終報告時間は図 2-14 のように，最終報告時間と





17 のように，最終報告時間と更新回数は図 2-18 のように，最終報告者数と更新回数は図














図 2-14 最終報告者数と最終報告時間の関係性  
図 2-15 最終報告時間と更新回数の関係性  図 2-16 最終報告者数と更新回数の関係性  


















図 2-17 最終報告者数 (対数 )と最終報告時間 (対数 )の関係性  
図 2-18 最終報告時間 (対数 )と更新回数の関係性  図 2-19 最終報告者数 (対数 )と更新回数の関係性  




第 3 章 人的被害情報に基づく DMAT 派遣の簡易モデル  
 
3.1 人的被害情報の簡易モデル  
表 3-1 の地震災害における報道機関の情報を利用する．災害発生後の経過時間に伴う負
傷者数の推移は図 3-1 のようになり，災害発生後の経過時間に伴う死亡者数の推移は図 3-
2 のようになる．災害によって経過時間の報告された負傷者数および死亡者数は異なるた
め，これらの情報を発災後の経過時間 t における負傷者数比および死亡者数比として表わ
す．この際，DMAT は発災後 48 時間以内を目安として活動し，活動時間が災害急性期に
限られること，発災 72 時間経過すればある程度の後方支援基盤が整うことから，発災後
約 100 時間の負傷者数および死亡者数を基準とする．よって，負傷者数比は図 3-3，死亡
者数比は図 3-4 のようになり，それぞれの比率式を回帰直線として求めると負傷者数比は
式 (3.1)，死亡者数比は式 (3.2)となる．  
 ttf  )(                 (3.1) 
 ttf  )(                 (3.2) 
比を求める際に基準時間を 100 時間程度としたが，各比率式において負傷者数比が 1 とな
る時間は t=95.5，死亡者数比が 1 となる時間は t=80.5 である．このことから，100 時間
未満の時間帯 (ここでは t=95.5 および t=80.5)において，被災地の状況 (負傷者数又は死亡
者数 )を把握できたものと考えられる．  
二つの比率式を比較すると図 3-5 のようになる．災害時の対応が緊急性を要することか
ら，比が 1 となる時間が早く，データの多い死亡者数から導出した式 (2.2)を，被災者数比
と仮定して用いることとする．  
比率式の比が 1 となる 80.5 時間後の被災者数を A とし，第 1 報となる被災地情報 (初期







ΑΑtfI                (3.3) 
この時，被災者の時間推移は図 3-6 のようになる．また，1 時間ごとに情報更新した場合，





表 3-1 過去の地震災害事例  










図 3-1 経過時間に伴う負傷者数の推移  図 3-2 経過時間に伴う死亡者数の推移  
図 3-3 経過時間に伴う負傷者数比の推移  図 3-4 経過時間に伴う死亡者数比の推移  
図 3-5 経過時間に伴う負傷者数比と死亡者数比の比較  
図 3-6 経過時間に伴う処置可能被災者数の推移  図 3-7 増加処置可能被災者数  




3.2 DMAT 派遣の簡易モデル  
3.2.1 DMAT について  
DMAT が設立されるきっかけとなったのは 1995 年 1 月 17 日の兵庫県南部地震である．
この地震において「避けられた災害死 (Preventable death)」が約 500 人存在すると日本
DMAT のホームページ 1)で記載されている．この避けられた災害死の人数についての研究
2) ,  3) ,  4 ) ,  5 )はされているが，正確な人数を知ることは難しい．これを契機に行われた各種の




災害医療体制をなす 4 本柱として，災害拠点病院の指定整備，DMAT の設立養成，広域災
害・救急医療情報システム (Emergency Medical Information System：EMIS)の導入・整
備，広域医療搬送計画の策定が挙げられる．DMAT 活動要領 (H25.9.4 改正 )10)によると
DMAT とは，大地震および航空機・列車事故等の災害時に被災者の生命を守るため，被災
地に迅速に駆けつけ，救急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チームとされてい
る．また，災害の発生直後の急性期 (概ね 48 時間以内 )に活動が開始できる機動性を持ち，




の減少をなし遂げることが期待されている (図 3-8 参照 )．自然災害による「犠牲者ゼロ」
の取組み 11)において平成 23 年度までに DMAT を 1000 チームまで増強するとした目標が







図 3-8 DMAT の活動イメージ図 1 ) 




3.2.2 DMAT が組織的活動を実施した主な自然災害  
DMAT が始めて組織的活動を実施したのは 2007 年 7 月 16 日の新潟県中越沖地震であ
り，被災地へ参集し活動した DMAT は 42 チームだった．1 年も経過しない 2008 年 6 月
14 日に発生した岩手・宮城内陸地震では 40 チームの DMAT が被災地に参集して活動し
た．上記二つの地震災害による課題 13) ,  14 )がそれぞれ提言され，急性期医療における DMAT
等の改善が行われた．その他にも自然災害や人為災害で DMAT は派遣されている．そして
平成 23 年の東北地方太平洋沖地震では約 380 チームもの DMAT が被災地に参集し，初め
ての広域災害医療搬送を実施することとなった．  
 




なった．阪神・淡路大震災では，死者 6433 人に対して傷病者は 43800 人 15)，東日本大震




期にわたり続くことになったと分析 17)されている．  
 
3.2.4 東日本大震災の教訓と課題  





等が実施されている．また，小井土雄一ら 21)は DMAT に関わる活動と今後の研究として，
1：指揮調整機能の更なる強化に係る研究 (DMAT 事務局の機能拡充，統括 DMAT の充実 )，
2：被災地内でインターネットを含む通信体制の確保に係る研究 (被災拠点病院，全 DMAT
への星携帯電話の整備 )，3：広域医療搬送戦略の見直しに係る研究 (SCU をサポートする
近隣病院の指定 )，4：亜急性期活動戦略の確保に係る研究 (迅速性を維持しつつ，1 ~2 週間
をカバーできる体制の確保と病院支援戦略の確立 )，5：DMAT 全体としてのロジスティッ
クサポートの充実に係る研究 (ロジステーション構想の具現化と中央直轄ロジ要員の確保 )，
6：他組織との更なる連携に係る研究 (自衛隊との一層の連携 )を挙げている．  
 
3.2.5 医療分野における既往の研究  
災害が発生していない平時において救急自動車，ドクターカーやドクターヘリコプター
およびランデブーポイントの配置問題の研究 22) ,  23 ) ,  24 ) ,  25 ) ,  26 )や，傷病者を選別するトリア




ージの研究 27) ,  28 )がされており，災害が発生した際の準備として活用できる．また，災害
時における関係機関との連携 29) ,  30 ) ,  31)，救護所の設置 32)，広域医療搬送における計画や
そのシステムの研究 33) ,  34 )はされているが，被災者を直接救うことのできる DMAT 派遣 (配
置 )35) ,  36)に関する工学的研究はあまりされていない．  
 




















DMAT の救命能力として，DMAT が携行する標準資機材は，おおむね 10 名程度の重症・
中傷の傷病者に対応できるものであり，現場活動の際には軽症の傷病者を含めて単位時間
当たり 20~30 名に対応することが可能となっている．また，災害の種類を問わず，災害発
図 3-9 DMAT 参集および病院支援体制イメージ図  















の症状により DMAT が処置できる人数は異なってくるが，先に述べた DMAT 資器材の対
応人数をかんがみ，単位時間当たり 10 名の来院患者を処置できると仮定する．  
 
3.3 生存率の定式化  
 兵庫県南部地震以降，地震などの災害によって倒壊した建物等の下敷きになった人の救






仮定し，経過時間に伴い被災者が死亡してゆくもの (単調減少 )とする．図 3-10 の各点を結
んだ直線をもとにした回帰曲線式は，式 (3.4)のようになる．  





図 3-10 生存率式  


















目的式は発災後の経過時間 t の関数となる．まず第 1 報となる被災地情報 (初期情報 )を
発災後 t1 時間で入手できるものとし，これを初期情報 I とする．式 (3.3)から比が 1 となる
時間 (t=T)における処置可能被災者数 V i  (T)が式 (3.5)のようになる．ここでの i は，DMAT
を派遣する被災地 (災害拠点病院 )を表わす．  
ii AtftV                   (3.5) 
また，初期情報を入手した時間 t1 での生存者数 S i(t1)は初期情報 I となる．  
ItS ii                      (3.6) 
DMAT の医療能力を B，派遣 DMAT 数を 1tim とすると DMAT の処置を受けられなかった未
治療者数 G i  (t1)は式 (3.7)となる．Δt は，DMAT の活動時間および情報更新の間隔を表わ
す．  
tΔmBtStG tiii  )()(
1                (3.7) 
情報更新による増加処置可能被災者数 a i は処置可能被災者数推定式の増加分となるため








              (3.8) 
情報更新後 (t2=t1+Δt)の処置可能被災者数 V i  (t2)は，未治療者数に増加処置可能被災者数を
足した式 (3.9)となる．  
ii i atVtV   )()(                  (3.9) 
生存者数は処置可能被災者数に生存率を掛けた式 (3.10)となる．  
)()()(   tαtVtS i i                (3.10) 
死亡者数は処置可能被災者数から生存者数を引いた式 (3.11)となる．  
)( )()(   ttVtD i i                (3.11) 
情報更新後 (t2=t1+Δt)に派遣する DMAT 数を 2tim とすると，未治療者数は生存者数から派遣
した DMAT の医療能力を引いた式 (3.12)となる．  




tΔmBtStG tiii  )()(
2               (3.12) 
このように情報更新ごとの値を求め，初期情報を得た時間 (t=t1)から比率が 1 になる時間
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DMAT 派遣を検証することが可能と考えられる．  
 
3.4.1 簡易モデルの検討 (その１ ) 
設定した生存率式と処置可能被災者数推定式を用いて DMAT 派遣時の死亡者数変化を
考察する．一斉派遣は災害発生後の経過時間 t まで DMAT を派遣せず，経過時間 t に派遣
することを言う．情報の更新間隔を Δt＝0.1 時間とし，簡単のために DMAT の被災地まで
の移動時間は考慮しない．  
 
(1) DMAT 派遣の有無  
例として，被災地を 1 地点，初期情報を I=150 人と仮定し，DMAT 派遣しない場合と発
災直後に 4 チーム派遣した場合の死亡者数の推移を図 3-11，各時間の死亡者数の推移を図
3-12，未治療者数の推移を図 3-13 に示す．  








(2) 初期情報が同じ場合 (被災地：2 地点 ) 
初期情報が I1=I2=150 人と仮定した場合の目的式は式 (3.15)のようになる．  
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          (3.15) 
この時の合計死亡者数を図 3-14 に示す．発災直後に DMAT を 5 チームずつ派遣すると合
計死亡者は 814 人 (1848 人中 1034 人救助 )となり，死亡者が最小となる．  
 
(3) 初期情報が異なる場合 (被災地：2 地点 ) 
 初期情報を I1=150 人，I2=100 人と仮定した場合の目的式は式 (2.15)と同じになる．この
時の合計死亡者数を図 3-15 に示す．発災直後に DMAT を被災地 1 に 6 チーム，被災地 2
に 4 チーム派遣すると，被災地 1 は死亡者 405 人 (924 人中 519 人救助 )，被災地 2 は死亡







図 3-11 死亡者数の時間推移  
図 3-13 時間ごとの未治療者数推移  図 3-12 時間ごとの死亡者数推移  







(4) DMAT 派遣結果の考察  
生存率が単調減少し，被災地情報が既知であるため，DMAT を早期に派遣するのが死亡




したが，図 3-16 に発災 3.5 時間後に DMAT を 10 チーム派遣した際の各時間の救助者数
を表してみると，t=5 以降では DMAT の医療能力 (B=10)以下の人数しか救えなくなってい
る．これは派遣した DMAT 数に余剰が生じていることを表わしており，DMAT の段階的
な撤退が可能であることを示している．よって，撤退した DMAT を新たな被災地または不




3.4.2 簡易モデルの検討 (その 2) 





図 3-14 初期情報が同じ場合の合計死亡者数 図 3-15 初期情報が異なる場合の合計死亡者数 
図 3-16 各時間の救助者数  





れば 50～350 人という情報幅になり，さらに時間が経過すれば 100～300 人という情報幅
になるようなものである．そこで，時間に関係すると考えられる情報の不確かさ (情報の確
からしさ )を，確率分布として正規分布に従うものと仮定して表現する．  
 
(2) 正規分布での表現  
正規分布の平均 μ は処置可能被災者数推定式に従い，その情報の幅を標準誤差 σ として





















tf             (3.16) 
不確実性となる情報の幅を，標準誤差が t=0 の時に仮定した推定式の切片の倍の幅を持
ち，時間経過に伴い標準誤差は小さくなるものと仮定する．よって比率式は上限の式
(3.17)と下限の式 (3.18)となり，図 3-17 のように幅を持った比率式となる．  
ttf   )(                   (3.17) 
 ttf   )(              (3.18) 




(3) DMAT 派遣の検討  
式 (3.17)および式 (3.18)を用いて．被災地を 1 地点，情報の更新間隔が Δt＝0.1 時間，
DMAT 数を 10，20，30 とした場合の死亡者数を，例題として求める．DMAT 数が 30 の
結果を図 3-19 に示す．また初期情報が 150 人の場合，各式での初期情報は式 (3.19)のよう
になる．  
(下限 )            
(3.19) 
(上限 )            
 
また，増加処置可能被災者数は式 (3.20)のようになる．  
(下限 )            
(平均 )         (3.20) 
(上限 )            
 










































(4) DMAT 派遣結果  
DMAT 数を 10，20，30 チームとした場合，以下のように死亡者数を最小にする派遣が
それぞれ得られる．下限の式では DMAT 数に関わらず，発災 1 時間以内に派遣すれば死亡
者 479 人 (924 人中 445 人救助 )となる．上限式では発災直後に派遣し，死亡者は 10 チー
ムの時 332 人 (924 人中 592 人救助 )，20 チームの時 325 人 (924 人中 599 人救助 )，30 チ
ームの時 324 人 (924 人中 600 人救助 )となる．平均式では発災直後に派遣し，死亡者は 10
チームの時 402 人 (924 人中 522 人救助 )，20 および 30 チームの時 401 人 (924 人中 523 人
救助 )となる．  
 
(5) DMAT 派遣結果の考察  
図 3-19 において発災から 5～7 時間で，下限式と上限式における死亡者数が逆転する．
この前半部分は，下限式の増加処置可能被災者数が多いためであり，後半部分は DMAT 派
遣が遅くなることで上限式において派遣までの死亡者数が多くなるためである．  
 30 チームでは，発災直後の派遣で下限式と上限式で死亡者数に 155 人もの差があるが，
比率式が交差する時間帯 t=6 では 10 人と差が小さくなる．また，発災直後の派遣で 10 チ
ームは 147 人，20 チームは 154 人の差があるが，図 3-19 のように 10 および 20 チームの
場合でも交差する時間帯 (5～7 時間 )が存在し，10 チームでは t=5 で 14 人，20 チームでは




3.4.3 簡易モデルの検討 (その 3) 
(1) 被災地の状況変化  
これまでは，被災地の情報を発災直後 (t=0)に得られるものと仮定して派遣を考えている．
しかしながら発災直後に情報を入手することは困難である．そこで，例として情報の入手





(DMAT30 チーム ) 






また，DMAT 派遣を検討する際に，各被災地へ派遣した DMAT 数に余剰が生じれば，
DMAT を撤退させ，異なる被災地へ再派遣 (転用 )するものとする．  
 
(2) 比率式の変形  
初期情報を入手する時間の遅れを β 時間とすると，t＝ β に初期情報を入手することにな
り，「被災地情報の遅れ」および「被災地の増加」では図 3-20 のように被災者数が変化す
る．「発災時間のズレ」は情報入手する時間分だけ比率式が平行移動するため，式 (3.21)と
なり図 3-21 のように被災者数が変化する．  
 )()( βt=βtf            (3.21) 
   
 
 
(3) 被災地情報の遅れ  
例題として，被災地が 2 箇所存在することを発災直後から知っているものとし， t=0 で
初期情報 (I1=100 人 )を得る被災地 1，t=2 で初期情報 (I2=150 人 )を得る被災地 2，DMAT 数
を M=10 と仮定した場合の派遣を考えてみる．  この場合，被災地が 2 箇所存在すること
を知っているが，情報の捉え方によって派遣方法は 2 通り考えられる．  
一つ目は，被害の程度は不明だが，被災地 2 も被害を受けているものとみなして発災直
後から分配派遣 (同時に派遣 )する場合である．この場合，被災地 2 へ派遣することにより
被災地 2 の被災状況が判明するものとする．  
二つ目は，被災地 2 から情報がこないのは被害がないとみなして派遣を見送っていたが，
発災後 t=2 で情報が届き，派遣 (情報入手後に派遣 )する場合である．この二つ目の派遣は
次の「被災地の増加」と同じ考え方であるため，後で述べる．  
 
(4) DMAT 派遣結果 
 一つ目の発災直後に DMAT を分配派遣した際の合計死亡者数と死亡率を求めると，図
3-22 のようになる．横軸の DMAT 数は発災直後に派遣する DMAT 数である．発災直後に
被災地 1 に 6 チーム，被災地 2 に 4 チーム派遣した場合，被災地 1 は死亡者 268 人 (616
図 3-21 発災時間のズレの推定式  図 3-20 情報の遅れおよび被災地増加の推定
式  




人中 348 人救助 )，被災地 2 は死亡者 406 人 (924 人中 518 人救助 )，合計死亡者 674 人
(1540 人中 866 人救助 )となる．また，発災直後に被災地 1 に 3 チーム，被災地 2 に 7 チ
ーム派遣した場合，被災地 1 は死亡者 271 人 (616 人中 345 人救助 )，被災地 2 は死亡者
403 人 (924 人中 521 人救助 )になり，合計死亡者 674 人 (1540 人中 866 人救助 )となる．そ
れぞれの経過時間とその時間の DMAT 数を表 3-2 に示す．  
 
(5) DMAT 派遣結果の考察  
 情報が来ないことから推測される被害の程度によって，DMAT 数の分配に差が生じる．
被害が大きいと見積もれば派遣 DMAT 数は多く，被害を小さいと見積もれば派遣 DMAT
数は少なくなる．しかしながら，DMAT の配分の違いによる死亡者数の差は最大で 3 人と
なることから，情報を得られなくても被災地が存在すれば，早期の派遣が有効であり，





(6) 被災地の増加  
 例題として，発災直後は被災地が 1 箇所だと認識していたが時間経過することで被災地
がもう 1 箇所存在すると判明するものとし，t=0 で初期情報 (I1=100 人 )を得る被災地 1 と，
t=2 で初期情報 (I2=150 人 )を得る被災地 2 が存在し，DMAT 数を M=10 と仮定する．この
場合の派遣方法は，情報を得た被災地 1 へ発災直後に派遣し，新たな被災地情報を得た発
災 2 時間後に被災地 2 へ派遣する．  
 
(7) DMAT 派遣結果  
 例題の合計死亡者数と死亡率を図 3-23 に示す．横軸は被災地 1 へ発災直後に，被災地 2
へ発災 2 時間後に派遣する DMAT 数である．発災直後に被災地 1 に 6～10 チームのいず
れかを派遣し，新たな被災地情報を得た発災 2 時間後の被災地 2 に 9 チーム派遣すると，
被災地 1 は死亡者 268 人 (616 人中 348 人救助 )，被災地 2 は死亡者 417 人 (924 人中 507
人救助 )，合計死亡者 685 人 (1540 人中 855 人救助 )となる．それぞれの経過時間とその時
間の DMAT 数を表 3-3 に示す．  
図 3-22 情報の遅れによる死亡率と合計死亡者数  
表 3-2 情報の遅れによる DMAT 数の変化  







(8) DMAT 派遣結果の考察  
 DMAT の配分の違いによる死亡者数の差は最大で 19 人となる．被災地 1 へ発災直後か
ら派遣することが有効であるが，表 3-3 から被災地 1 での対応において早い時間帯で
DMAT 数に余剰ができたことで，新たな被災地の情報を得てからでも十分な DMAT を派
遣でき，死亡者数を抑えられたと考える．また，DMAT を待機させておくことで，情報を
得てからの派遣でも被災地 2 において多くの人を救助できるようになるが，被災地 1 では
その分，避けられた死により死者数が増加すると考えられる．  
 
(9) 発災時間のズレ  
 例題として，地震発生後に津波が来るものとして地震発生直後 (t=0)で初期情報 (I1=100
人 )を得る被災地 1 と，津波被害発生直後 (t=2)で初期情報 (I2=150 人 )を得る被災地 2 が存
在し，DMAT 数を M=10 と仮定する．この場合の派遣方法は，地震発生直後に被災地 1 へ，
発災 2 時間後の津波被害発生直後に被災地 2 へ派遣する．この合計死亡者数と死亡率を図
3-24 に示す．横軸は被災地 1 へは地震発生直後に，被災地 2 へは津波被害発生直後に派遣
する DMAT 数である．  
 
(10) DMAT 派遣結果  
 地震発生直後に被災地 1 に 6～10 チームのいずれかを派遣し，津波被害発生直後に被災
地 2 に 9 チーム派遣すると，被災地 1 は死亡者 268 人 (616 人中 348 人救助 )，被災地 2 は
死亡者 402 人 (924 人中 522 人救助 )，合計死亡者は 670 人 (1540 人中 870 人救助 )となる．




表 3-3 被災地の増加及び発災時間のズレによる  
DMAT 数の変化  







(11) DMAT 派遣結果の考察  
 DMAT の配分の違いによる死亡者数の差は最大で 19 人となる．被災地 1 へ発災直後か
ら派遣することで救助者数が多くなり，DMAT 数に余剰ができることで被災地 2 へ転用で
きる．また，発災後の DMAT の待機数が多くなることにより，被災地 1 で避けられた死が
存在し，死亡者数が多くなっていると考えられる．  
 





















図 3-24 発災時間のズレによる死亡率と合計死亡者数  
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第 4 章 線形および非線形による人的被害情報の再現比較  
 
 第 3 章において人的被害情報を線形で表現した．この際，災害発生後の経過時間約 100
時間の死亡者数を基準とした比率式を定式化した．この章では表 2-2 の地震災害事例にお
ける最終報告時間 T の最終死亡者数 BTを基準とした経過時間 t の死亡者数 𝑏𝑡の比率







図 4-1 各災害事例における死亡率比の経時変化  
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axy                    (4.1.1) 
一例として兵庫県南部地震のデータを用いる．基準となる死亡者数は 5092 人，時間は 208
時間である．報告死亡者数に基づく死亡者数比は図 4-2 のように表わされ，この情報に基










4.2.1 ワイブル分布について  
地震災害事例における最終死亡者数を基準とし，災害発生後の経過時間 t における死亡者数
の比である死亡率比 F(t)がワイブル分布関数 2) ,  3 )に従うと仮定すると，この時の死亡率比は式
(4 .1.2)のようになる．式 (4.1.2)におけるパラメータは m ,  η ,  γ  (  γ＞ 0，m＞ 0，η＞ 0)の三つであり，




















tF exp               (4.1.2) 
本研究では，災害が発生した時刻を基準 ( t=0)とし，逐次得られる死亡者数情報を用いるため，
時間軸の原点を移動する位置パラメータをゼロ (γ=0)とし，パラメータを m， η の二つとして，















exp1                 (4.2) 
 
図 4-2 死亡者数比の線形回帰  
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4.2.2 死亡率比の求め方  
 パラメータ m ,  a を求める方法として，ワイブル分布確率紙で用いられる方法を利用する．















exp                 (4 .3) 





















              (4 .4) 
再度，両辺の自然対数をとると式 (4 .5)のようになる．  
 









































lnln ，   xt ln ，   ga ln とおくと，式 (4 .6)のような直線式となる．  
gxmy                   (4 .6) 
よって，時間 t における死亡率比 F( t)のデータをプロットし，最小二乗法によって，式 (6)の傾















tF exp1                (4 .7) 
 
4.2.3 ワイブル分布を用いた人的被害情報の再現性  
一例として兵庫県南部地震のデータ (災害発生後 208 時間に報告された死亡者数 5092 人
を基準とした各時間の死亡率比 )を用いて，式 (4.6)の傾き m と切片 g を最小二乗法で求め
る．兵庫県南部地震のデータをプロットし，回帰直線を求めると図 4-3 のようになり，
m=1.796， g= -6.9192 となる．求めたパラメータを用いたワイブル分布と実際の情報 (経過




どうか確認する．そこで，兵庫県南部地震を含む表 4-1 の 51 例について災害発生後の経過
時間と死亡者数の情報を調べる．これらの地震災害事例のうち，ワイブル分布のパラメー
タ (m，g)を求められたのは表 4-1 の 37 例 (色付き )の事例であり，情報更新回数が 3 回以上
の地震災害事例である．その中から地震災害 10 例のワイブル分布の推移を表わすと図 4-5
のようになる．  






4.2.4 再現性の考察  
 図 4-5 で一例として示した地震災害以外に，情報更新の回数が少ない地震災害 6 例につ
いてもワイブル分布の推移を考察する．図 4-6 におけるアフガニスタン (2012.6.11)の死亡
率比の時間変化を見ると， 2 回目の情報 (30.5 時間後に 5 人 )から 3 回目の情報 (37.5 時間後
に 50 人 )への推移を反映できていない．これは，ワイブル分布のパラメータを求める際に，
死亡率比が 1 となる最終情報を用いないためであり，得られるパラメータは最終情報以外
を反映したものとなるからである．また，図 4-6 において情報更新が 5 回であるミャンマ
ー (2011.3.24)では， 4 回目の情報 (16 時間後に 34 人 )から 5 回目 (19 時間に 74 人 )への変化，
台湾 (2013.6.2)では 3 回目の情報 (26 時間後に 3 人 )から 4 回目 (28 時間後に 4 人 )，5 回目 (30
時間後に 5 人 )への変化に差が生じている．  






そのため，図 4-5 や図 4-6 における死亡率比の時間変化のワイブル分布形状は各事例によ
って異なったものとなる．それぞれの地震災害において，死亡者数の状況把握速度，救助
や救命活動の速度等による差とも考えられるが，死亡者数の状況把握速度等が同程度な場
合，図 4-5 や図 4-6 における死亡率比の時間変化のワイブル分布形状は似た形状になると
考える．  
  
図 4-3 回帰直線によるワイブル分布のパラメータ導出 図 4-4 実際の死亡率比とワイブル分布 





表 4-1 過去の地震災害事例 (付録 5) 








図 4-5 地震災害事例の死亡率比とワイブル分布の一例 







4.3 線形および非線形による再現性の比較  





4.4 ワイブル分布のパラメータ特性  
 表 4-1 において再現された地震災害事例 37 例のワイブル分布を表わすと図 4-7 のよう
になり，パラメータ (m， g)の関係を表わすと図 4-8 のようになる．パラメータ (m，g)にお
いて，パラメータ g を一定としパラメータ m を増加することで図 4-9 のように，パラメー
タ m を一定としパラメータ g を増加することで図 4-10 のようにワイブル分布の形状が変
化する．パラメータ m が小さいと災害発生初期段階における死亡率比が低く，m が大きい
と災害発生初期段階における死亡率比が高くなる．パラメータ g が小さいと死亡率比が 1
となる時間が早く， g が大きいと死亡率比が 1 となる時間が遅くなる．  
 
図 4-6 情報更新回数の少ない地震災害事例とワイブル分布 










図 4-7 地震災害事例のワイブル分布 
図 4-8 地震災害事例のパラメータ m，g の関係 






4.5 再現ワイブル分布パラメータの分析  
 各災害事例における再現ワイブル分布パラメータについて，災害発生場所，最終報告時
間および最終報告者数で分類して考察を行う．  
 災害発生場所で分類すると，図 4-11 のようになる．それぞれの地域におけるパラメータ
の平均はアジアでは (m,g)=(1.350,-3.708)，中南米では (m ,g)=(2.817,-6.333)，オセアニアで
は (m ,g)=(0.721,-2.565)，中東では (m,g)= (1.103,-2.916)，欧州では (m ,g)= (1.296,-2.550)と
なる．  
 最終報告時間で分類すると，図 4-12 のようになる． 24 時間 (1 日 )以内の事例では
(m ,g)=(1.779,-3.357)，48 時間 (2 日 )以内の事例では (m ,g)=(1.808,-4.144)，72 時間 (3 日 )以
内の事例では (m ,g)=(1.235,-3.071)，96 時間 (4 日 )以内の事例では (m ,g)=(1.020,-2.780)，96
時間を超える (5 日以上 )の事例では (m ,g)=(1.197,-4.758)となる．  
 最終報告者数で分類すると図 4-13 のようになる． 0~10 人では (m ,g)=(1.637,-2.618)，
11~50 人では (m ,g)=(1.083,-2.790)，51~100 人では (m ,g)=(2.421,-5.464)，101~500 人では
(m ,g)=(1.041,-3.041) ， 501~1000 人 で は (m,g)=(1.639,-6.246) ， 1,001 人 以 上 で は





図 4-10 パラメータ m による分布の変化 (g：一定 ) 図 4-9 パラメータ g による分布の変化 (m：一定 ) 
図 4-11 パラメータ m，g の関係(地域別) 










2) Weibull, W. : A statistical distribution function of wide applicability, Journal of 
Applied Mechanics, Vol. 18, pp. 293-297, 1951. 
3) 田中道七，酒井達雄：3 母数ワイブル分布の母数推定について (疲労寿命分布の母数推
定に関連して )，日本材料学会，第 28 巻 304 号，pp.13-19，1979．  
 
図 4-12 パラメータ m，g の関係(最終時間別) 図 4-13 パラメータ m，g の関係(最終報告時間別) 
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第 5 章 災害情報の予測モデル  
 
5.1 ベイズの定理  
 推定式で用いるベイズ推定の基礎となるベイズ定理はイギリスの牧師であるトーマス・
ベイズによって示された．ベイズの定理は条件付き確率のアイデアが基本となっている．  
 2 つの事象 A ，B があり，A が起こったという条件のもとで B が起こる確率となる条件
付き確率および B が起こったという条件のもとで A が起こる確率となる条件付き確率は
式 (5.1)のように表わせられる． (図 5-1 参照 ) 










               (5.1) 
 
 B|AP ：2 つの事象 A ，B があり，A が起こったという条件のもとで B が起こる確率  
 A|BP ：2 つの事象 A ，B があり，B が起こったという条件のもとで A が起こる確率  
 ΒΑP  ：事象 A，B が同時に起こる確率  
 ΑP ：事象 A の起こる確率  




事象 A，B が同時に起こる確率は式 (5.2)のように表わせられることから，  A|BP につい
てまとめると，式 (3)のようになり，式 (5.3)をベイズの定理という．  
         BPA|BPAPB|APΒΑP             (5.2) 





                (5.3) 
ここで，A を原因 (仮定 )，B を結果 (データ )と考えると，  A|BP は結果 (データ )B が得ら
れたときにその原因 (仮定 )が A であることを表わす．そのため，  ΑP は結果 (データ )B を得
る前の確率であるため  ΑP を事前確率，  A|BP は結果 (データ )B を得た後の確率であるため
 A|BP を事後確率と呼ぶ．  
さらに，互いに排反な n 個の事象 A1，A2，・・・An と任意の事象 B に対して，式 (5.4)が
成り立つ場合，B が起こったという条件のもとで A1 が起こる確率は式 (5.5)のように表わ
せられる． (図 5-2 参照 ) 
 A|BP  B|AP
図 5-1 条件付き確率のベン図  
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             nn2211 APB|APAPB|APAPB|APBP  ･･･          (5.4) 
 
   
           
   


















        (5.5) 
上式を一般化すると式 (4.6)のようになり，  iB|AP を尤度という．  
 
   
















5.2 ベイズ統計の基本公式  
式 (5.6)は離散的な値の場合によるベイズの定理である．統計学において，母数 (パラメー
タ )θ を推定する場合，連続的な確率変数に置き換えると，式 (5.7)のように表わせられる． 
     





                (5.7) 
 θ|D ：結果 (データ )B が得られた時の，母数 θ の確率密度関数 (事後分布 ) 
 D|θf ：原因 (仮定 )A であるときに結果 (データ )B が得られる確率 (尤度 ) 
 θ ：母数 θ の確率密度関数 (事前確率 ) 
 
式 (5.7)における，分母は母数 (パラメータ )θ を含まない定数 k と置くことができ (規格化
の条件 )，式 (5.8)式のように表わせられる．  
       








図 5-2 条件付き確率のベン図  
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5.3 推定式の定式化  
 ベイズ更新の定式化にあたり，松原 1)，涌井 2) , 3 )の書籍を引用して，ワイブル分布のパラ
メータ (m,g)を求める推定モデルを考える．まず，ベイズの確率で用いる尤度 (観測データを
得た際のパラメータの確率分布の尤もらしさ )，事前分布 (観測データを得る前のパラメー
タの確率分布 )，事後分布 (尤度と事前分布によって，更新されたパラメータの確率分布 )を
以下のように設定する．  
 
5.3.1 尤度  
式 (4.6)の誤差 ε を式 (5.8)のように組み込む．  
 gxmy                  (5.8) 
ここで誤差 ε が，平均値 0，分散 σ2 の正規分布に従うものと仮定する．よって gxmy 
は式 (5.9)のような正規分布に従うことになる．  























          (5.9) 
パラメータは m，g と σ であるが，簡易化のために誤差分散 (σ2=100)を既知とし，パラメー
タを m， g の二つとする．そのため， n 個のデータ (実際の死亡者数 )から成り立つ資料 (標
本 )の尤度 L(x ,y |m ,g)は式 (5.10)のように表わされる．  
 




















































































e           (5.10) 














   
 
   
    
         
    
   
Y Xβ Y Xβ






            (5.11) 
 
5.3.2 事前分布  
パラメータ m，g の事前分布 π(m，g)が正規分布に従うと仮定すると，平均値 μm0，μg0 お
よび分散 σ2m0， σ2g0 となる式 (5.12)となる．  
 









































           (5.12) 
行列を用いて表わすと，式 (5.12)は式 (5.13)のようになる． t は転置行列を表わす．  






















   
                








           (5.13) 
 
5.3.3 事後分布  
ベイズ推定の基本公式を用いると，事後分布 π(m ,g | x ,y) は式 (5.15)のように表わされる．  
     gm,gm,yx,Lyx,gm,  ||  



























     (5.15) 
式 (5.15)を変形し整理すると，式 (5.16)のようになる．  
 















                     







          (5.16) 
 
5.4 事前分布パラメータの設定  
ワイブル分布で再現できた地震災害事例の死亡率比の経時変化は図 4-6 のようになり，
事例によって異なる．また，パラメータ m，g の関係は図 4-7 のようになる．そこで事前
分布のパラメータを表 5-1 のように設定し，設定したパラメータごとに最終死亡者数を求
めるものとする．設定した事前分布のパラメータの分類を図 4-7 に重ねると，図 5-3 のよ
うになる．設定した事前分布のパラメータによるワイブル分布は図 5-4 のようになる．ま
た，パラメータ m，g の分散を既知とすることで，式 (5.13)を (5.14)のように置きなおす．こ
の際，仮定した誤差分散 (σ 2=100)よりも m， g の分散を小さく設定し，死亡者数の把握速
度の差異として時間軸の伸縮に関係する尺度パラメータ g の分散を形状パラメータ m の分
散よりも大きく設定する．  
   
      
         
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図 5-3 設定パラメータと事例パラメータ m，g の関係 
表 5-1 設定パラメータ m，g 
図 5-4 設定パラメータ m，g によるワイブル分布 




第 6 章 予測モデルの適応  
 
6.1 ベイズ更新手順  
地震災害の最終報告時間を T とし，その時間における最終死亡者数を BT とする．ワイブル
分布における死亡率比は，地震災害の最終報告時間 T での最終死亡者数 BT を基準とした発
災後の経過時間 t の死亡者数 b t の比を表わす．情報更新回数 i 回目の経過時間 t  i における実
際の死亡者数を b i とすると，死亡率比 F(t  i)は式 (6.1)のようになる．  
  Tii BbtF                    (6.1) 
式 (6.1)から式 (6.2)のように最終死亡者数 BT を求められる．  
 iiT tFbB                    (6.2) 
これを利用してベイズ更新を行う．情報更新回数 1 回目の経過時間 t1 における実際の死亡者
数 b1 を入手することで，設定した事前分布 j([1]～ [27])のパラメータ ( jm0 , jg0)と式 (4.7)，式
(6.2)から最終死亡者数 jB1 を得る．次に，jB1 と b1 から死亡率比 jF (t1)=b1 / jB1 を導き，式 (5.11)，
式 (5.13)，式 (5.15)を用いることにより，設定した事前分布の分類ごとにパラメータが更新さ
れる．同様に，情報更新回数 2 回目の経過時間 t2 における実際の死亡者数 b2 を入手すること
で，更新したパラメータ ( jm1 , jg1)ごとに式 (4.7)，式 (6.2)から最終死亡者数 jB2 を得る．次に，
jB2 と b1，b2 から死亡率 jF (t1)=b1 / jB2， jF (t2)=b2 / jB2 を導き，式 (5.11)，式 (5.13)，式 (5.15)を
用いることにより分布分類ごとにパラメータが更新される．以上のような手順を情報更新の





6.2 推定結果  
 兵庫県南部地震のデータを用い，事前分布 [1]～ [27]の場合における最終死亡者数の推定値
と実際の死亡者数 (実測値 )の経時変化を図 6-2-1，図 6-2-2 に示す．設定した事前分布パラメ
ータによって得られる推定値は異なる．災害事例によって得られる推定値が異なるため，推
定値を真値で除した比の推移を更新回数ごとに求めると図 6-3-1，図 6-3-2 のようになる．  
図 6-1 ベイズ更新手順  




 図 6-2-1 推定値の推移： [1]～[18] 







図 6-2-2 推定値の推移： [19]～[27] 
図 6-3-1 推定値/真値の推移：[1]～ [9] 





 図 6-3-2 推定値/真値の推移：[10]～[27] 




6.3 推定値の考察  
6.3.1 推定値範囲の設定  
 ベイズ更新によって得られる推定値を評価するために，真値に対する推定値平均の比 (推定







図 6-4 推定値平均/真値の推移  














図 6-5 推定値平均/真値の推移： (α,β)=(±0.3 ,±0.3) 
 




6.3.2 推定時間の導出  
(α ,β)=(±0.3,±0.3)と設定した場合，(推定値平均  / 真値)と真値の範囲が重なる事例数を更
新回数ごとに調べると，図 6-6 のようになる．各災害事例における最終報告までの情報更新回






図 6-6 と表 6-1 から，更新回数が 3 回の場合には事例数は 37 あるが，更新回数が 7 回の場合に
なると事例数は 23 になり，更新回数が多くなるにつれて事例数は減少していく．範囲が重なっ
た事例数が一番多いのは，更新回数 9 回の時で 18 事例中 11 事例となり，該当割合 0.61 とな
る．該当割合が一番高くなったのは，更新回数が 24 回の時で 4 事例中 3 事例の 0.75 となった．
該当事例数が多かった更新回数 9 回の場合と該当割合が高かった更新回数 24 回の場合におい
て，各事例の更新時間を求めると表 5-2 のようになる．これらの平均時間は求めると更新回数 9
回の場合は 87.2 時間，更新回数 24 回の場合は 73.56 時間となる．  
図 6-6 (推定値平均/真値)と真値の範囲が重なる更新回数：(α,β)=(±0.3,±0.3) 
 
表 6-1 災害事例における最終報告時の情報更新回数 
 












b を求める．更新回数 9 回目の場合は表 5-2 か








bb ，更新回数 9 回目の時間
の積を求めることで重み付き時間を求める．まとめると表 6-3 と表 6-4 ようになり，重み付き







表 6-2 更新回数 9 回目(左)と 24 回目の更新時間(右) 
 
表 6-3 更新回数 9 回目の重み付け平均時間 
 










6.3.3 過大推定パラメータの評価  
 推定値の推移において，更新回数が少ない時間帯において最終死亡者数が過大に推定され
ている設定パラメータが存在する．そこで過大に推定している設定パラメータを特定するた
めに，真値に対して推定値が n 倍以上 ((推定値 /真値 )≧n)になる推定値を得た回数を該当数
とし，その割合を全更新回数に対して求める．n=2，3，4，5，6 とした場合，求めた該当数





















表 6-4 更新回数 24 回目の重み付け平均時間 
 






















































































































表 6-6 該当数と割合 
図 6-7 設定パラメータの割合 
図 6-8 過大推定する設定パラメータ範囲 




6.4 設定パラメータの違いによる推定  
6.4.1 推定結果  
 過大推定する設定パラメータの中から，過大度の高い設定パラメータ [13]，[19]，[24]を除
いた設定パラメータ 24 コを用いて推定を行う．真値に対する推定値平均の比(推定値平均  / 真










図 6-9 設定パラメータの数による推定結果の比較 




6.4.2 推定値の考察  
6.3.1 と同様に (α ,β)=(±0.3,±0.3)と設定した場合，得られる(推定値平均  / 真値)と真値の
推移は図 6-10 のようになる．また，(推定値平均  / 真値 )と真値の範囲が重なる事例数を更新
回数ごとに調べると，図 6-11 のようになる．範囲が重なった事例数が一番多いのは，更新回
数 6 回の時で 26 事例中 18 事例となり，該当割合 0.69 となる．該当割合が 0.7 を超えるよ
うになったのは，更新回数が 8 回の時で 19 事例中 14 事例が該当する．事例数が多かった更
新回数 6 回の場合と該当割合が 0.7 を超えるようになった更新回数 8 回の場合の各事例の更
新時間を求めると表 6-7 のようになる．これらの平均時間を求めると更新回数 6 回の場合は
38.36 時間，更新回数 8 回の場合は 58.52 時間となる．また，重み付き平均時間を求めと表 6-






図 6-10 推定値平均 /真値の推移： (α,β)=(±0.3 ,±0.3) 
 


















図 6-11 (推定値平均/真値)と真値の範囲が重なる更新回数：(α,β)=(±0.3,±0.3) 
 
表 6-7 更新回数 6 回目(左)と 8 回目の更新時間(右) 
 















表 6-8 更新回数 6 回目の重み付け平均時間 
 
表 6-9 更新回数 8 回目の重み付け平均時間 
 




6.5 事前分布パラメータの設定  
設定した事前分布パラメータ 27 コをパターン 1，過大推定するパラメータを除外した事前
分布パラメータ 24 コをパターン 2 とし，他にパラメータの数を 17 コ (パターン 3)，12 コ (パ
ターン 4)，10 コ (パターン 5)，8 コ (パターン 6)とした場合 (図 6-12)に得られる(推定値平均 / 
真値)と真値の推移は図 6-13-1~6-13-3 のようになる．また，(α ,β)=(±0.3,±0.3)と設定した場
合に重なる更新時間と更新回数は表 6-10 のようになる．  
 
 
図 6-12 設定パラメータ 
 








図 6-13-1 設定パラメータによる推定結果 
 









図 6-13-2 設定パラメータによる推定結果 
 






















図 6-13-3 設定パラメータによる推定結果 
 









表 6-10 設定パラメータによる更新時間と更新回数：(α,β)=(±0.3,±0.3) 
 
























第 7 章 行政機関における災害対応計画  
 
7.1 地域防災計画について  






































7.1.3 災害対応マニュアル  




項目ある (表 7-1 参照 )．  
 
 
表 7-1 神戸市地域防災計画 防災対応マニュアル一覧 2) 




7.2 業務継続計画について  











7.2.2 業務継続計画策定による効果  
平成 22 年 4 月に内閣府 (防災担当 )から出された「地震発災時における地方公共団体の業務
継続の手引きとその解説  第 1 版」3)によると，業務継続計画を策定し必要な措置を講じるこ
とにより，図 7-1 における業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの向上が図られ






図 7-1 業務継続計画による効果 3)  











により区別され，この計画の策定は 2007 年 6 月に内閣府の「中央省庁業務継続ガイドライ
ン第 1 版」5)以降，「国土交通省業務継続計画」6)，都道府県では 2008 年 3 月に「徳島県業務
継続計画」7)等が策定されるようになった．しかしながら，市町村にける業務継続計画の策定
は広まらず，2010 年 4 月に「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解
説」が公開され，全国の地方公共団体に対して業務継続計画策定の検討に着手し，その体制
を整えるための通達が出されることとなった．最近では，国の行政機関である中央省庁にお
いて，平成 26 年 3 月に「首都直下地震対策特別措置法 (平成 25 年法律第 88 号 )」に基づく
計画として「政府業務継続計画 (首都直下地震対策 )」が閣議決定されたことを受け，中央省
庁は，省庁業務継続計画についての見直しを行っている．また，内閣府では平成 27 年 5 月
に「市町村のための業務継続計画作成ガイド」8)を策定し，地方公共団体の業務継続体制の充
実・強化を支援している．平成 27 年版防災白書 9)において記されている都道府県および市町
村における業務継続計画の策定状況から，都道府県での策定率は増加しているが市町村での
策定率は低いままであることがわかる (図 7-4-1 および図 7-4-2 参照 )．  
 
図 7-2 業務量推移イメージ(導入前）3) 図 7-3 業務量推移イメージ(導入後）3) 
図 7-4-1 業務継続計画策定状況(都道府県)9) 





















図 7-4-2 業務継続計画策定状況(市町村)9) 
表 7-2 地域防災計画と業務継続計画の比較 3) 







7.4 タイムラインを取り入れた防災・減災対策  









7.4.2 タイムライン (事前行動計画 )における取組み  
 国交省において，台風等に伴う大規模な洪水・高潮による被害や土砂災害及び集中豪雨に






桑野川では避難勧告等に着目したタイムライン 13) (図 7-7 参照 )の策定に取り組んでいる．さ
らに，タイムラインは暴風雪被害でも活用でき，昨今の異例の降雪における被害を最小化す





図 7-5 自治体の業務区分 3) 











































































7.4.3 災害発生時刻を基準としたタイムライン  
 従来の防災計画は，災害発生後の行動を規定したものであり，タイムライン (事前防災行動
計画 )は，あらかじめ被害の発生時期が予測できる災害に対して，被害発生がピークとなる時
















生からの 72 時間 (3 日間 )を区切りとする「想定タイムライン」による同時進行イメージとし
て示されている (図 7-8 参照 )．また，「鳥取県版業務継続計画 (BCP)策定推進に関する基本指








































































































7.5 災害発生時刻を基準としたタイムラインの考察  














間を整理すると図 7-10-1 のようになる．2.2.1 の報告時間の考察において，災害発生後 6 時
間までには少なくとも 1 回，多ければ 5 回の情報更新が行われることから，人的被害情報が
災害発生後 6 時間から 12 時間の間に入手されると仮定する．この場合，図 7-10-1 から図 7-
10-2 のように業務内容がずれると考えられる．また，人的被害情報が災害発生後 12 時間か






表 7-3 時系列に沿った業務内容 17) 















































































































7.6.1 推定モデルの適応 (その 1) 
設定したパラメータのパターン 1~6 において，(α,β)=(±0.3,±0.3)とした場合の推定結果は
図 7-11，範囲が重なる更新回数と更新時間は表 7-4 のようになる．それぞれのパターンにお
ける平均時間を求めると，パターン 1 では 32.2 時間，パターン 2 では 18.3 時間，パターン
3 では 33.0 時間，パターン 4 では 18.5 時間，パターン 5 では 13.0 時間，パターン 6 では






図 7-11 推定値平均 /真値の推移： (α,β)=(±0.3 ,±0.3)  
表 7-4 設定パラメータによる更新時間と更新回数： (α,β)=(±0.3 ,±0.3)  




7.6.2 推定モデルの適応 (その 2) 
 7.6.1 において事前分布パラメータのパターンによって得られる推定値は異なるため，平
均時間が短いパターン 5 とパターン 6 について，得らる推定値結果についての考察を行う．
図 7-11 のうち，パターン 5 とパターン 6 の推定結果は図 7-12 のようになる．ベイズ更新の
特性から，更新するに従い真値へと近づいていくため，推定値平均 /真値と真値との誤差 (((推




 図 7-12 パターン 5(左 )とパターン 6(右 )における推定値平均 /真値の推移： (α,β)=(±0.3 ,±0.3)  
比の推移  







下になる時間を導出する．この際，誤差を対数に変換することで，図 7-14，図 7-15 のよう
になり，得られた近似直線から誤差が 30％を下回る時間を求めると，パターン 5 では 1.4 時




図 7-13 パターン 5(左 )とパターン 6(右 )における誤差 (%)  
比の推移  
図 7-14 対数誤差 (%)と近似直線 (パターン 5)  
（）比の推移  
図 7-15 対数誤差 (%)と近似直線 (パターン 6)  
（）比の推移  















































































1) 災害対策基本法：  
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36HO223.html 
2) 神戸市地域防災系計画 防災対応マニュアル：  
http://www.city.kobe.lg.jp/safety/prevention/plan/manual/img/manual.pdf  
3) 地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説：  
http://www.bousai.go.jp/taisaku/chuogyoumukeizoku/chiou/pdf/h22kaisetu.pdf  
4) 丸谷浩明：事業継続計画の意義と経済効果～平常時に評価される実践マネジメントへ，
ぎょうせい，2008.5．   
5) 内閣府防災担当：中央省庁業務継続ガイドライン，第 1 版~首都直下地震への対応を中心
として~，2007.6．  
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/pdf/gyoumu_guide_honbun070621.pdf  
6) 国土交通省：国土交通省業務継続計画，2007.6．  
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/05/050621/02.pdf  




9) 平成 27 年版防災白書 内閣府： 
http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/H27_honbun_1-5bu.pdf 
10) 国土交通省水災害に関する防災・減災対策本部：  
http://www.mlit.go.jp/common/001037393.pdf 
11) 荒川下流タイムライン検討会：  
http://www.ktr.mlit.go.jp/arage/arage00385.html  
12) 庄内川タイムライン検討会：  
http://www.cbr.mlit.go.jp/shonai/kihon/bousai/timeline/index.html  
13) 那賀川・桑野川における避難勧告等に着目したタイムラインについて：  
http://www.city.anan.tokushima.jp/docs/2015071400015/ 
14) 異例の降雪を想定したタイムライン (防災行動計画 )：  
http://www.mlit.go.jp/common/001064323.pdf 
15) 地方都市等における地震対応のガイドライン  平成 25 年 8 月  内閣府 (防災担当 )：  
http://www.bousai.go.jp/jishin/chihou/pdf/chihou_guidelines.pdf  
16) 南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画：  
http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/nankai_oukyu_keikaku02.pdf  
17) 鳥取県版業務継続計画（BCP）策定推進に関する基本指針  [第 2 次改訂版 ]：  
http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/739762/bcpkihonshishin.pdf  
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付録 1：被災者数の下方修正事例参考資料  
 http://homepage2.nifty.com/jams/jawatsunami.html#konran  
 http://homepage2.nifty.com/jams/jawa.html#shuusei 
 http://homepage2.nifty.com/jams/jawagempa.html  
 
付録 2：行方不明者数人数の把握の困難さ事例参考資料  
広島土砂災害  
 http://www.Nikkei.com/article/DGXLAS0003_Q4A820C1000000/  
 http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/140820/dst14082008330007 -n1.htm 
 http://www.Nikkei.com/article/DGXLAS0040005_Q4A820C1000000/ 
 http://www.47news.jp/localnews/okinawa/2014/08/post_20140820151822.html  
 http://mainichi.jp/graph/2014/08/20/20140820dde001040081000c/002.html  
 http://is-factory.com/post-8095/ 
 http://mainichi.jp/select/news/20140820k0000e04028000c.html 
 http://www.47news.jp/news/photonews/2014/08/post_20140820173059.php  
 http://www.47news.jp/news/photonews/2014/08/post_20140820181433.php  




 http://www.asahi.com/articles/ASG8R5HD6G8RPTIL01D.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASG8S512QG8SPITB00D.html  
 http://www.asahi.com/articles/DA3S11315479.html 
 http://www.asahi.com/articles/ASG8T320KG8TPTIL008.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASG8T5D0WG8TPTIL02G.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASG8V32P7G8VPITB003.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASG8V5HDDG8VPTIL02P.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASG8W31FLG8WPTIL003.html 
 http://www.asahi.com/articles/ASG8W5GGBFG8WPITB011.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASG8W7QVRG8WPTIL02R.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASG8X32WDG8XPITB006.html  
 www.bousai.go.jp/updates/.../pdf/h260819ooame19.pd f 
 www.bousai.go.jp/updates/.../pdf/h260819ooame21.pdf  
 http://www.asahi.com/articles/DA3S11342535.html 
 http://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/139124.pdf  
 






付録 4：情報源の違いによる死亡者数のタイムラグ事例参考資料  
ネパール地震  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150425/k10010060811000.html  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150425/k10010060931000.html  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150425/k10010061061000.html  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150426/k10010061161000.html 
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150426/k10010061331000.html 
 http://www.afpbb.com/articles/ -/3046485?ctm_campaign=photo_topics 








 http://www.sankei.com/world/news/150425/wor1504250033 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150425/wor1504250041 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150426/wor1504260008-n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150426/wor1504260012 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150426/wor1504260024 -n1.html 
 http://mainichi.jp/select/news/20150426k0000m030010000c.html  
 http://mainichi.jp/select/news/20150426k0000e0301000c.html 
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150425-OYT1T50082.html?from=ycont_top_txt 
 http://news.tbs.co.jp/newseye/tbs_newseye2477576.html  
 http://news.tbs.co.jp/newseye/tbs_newseye2477980.html  
 http://news.tbs.co.jp/newseye/tbs_newseye2477980.html 
 http://www.nikkansports.com/general/news/1467031.html  
 http://www.nikkansports.com/general/news/1467367.html  




 http://mainichi.jp/select/news/20150427k0000m030052000c.html  
 http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20150426-00000053-mai-asia 
 http://news.goo.ne.jp/article/jiji/world/jiji -150426X315.html 
 http://news.goo.ne.jp/article/jiji/world/jiji -150427X388.html 





 http://www.sankei.com/affairs/news/150426/a fr1504260033-n1.html 
 http://www.asahi.com/articles/ASH4V5D50H4VUHBI00T.html  
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150426-OYT1T50043.html?from=ycont_top_txt 
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150426/k10010061851000.html  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150427/k10010062131000.html 
 http://www.news24.jp/articles/2015/04/25/10273782.html  
 http://www.news24.jp/articles/2015/04/26/10273801.html  
 http://www.news24.jp/articles/2015/04/26/10273808.html  




 http://www.asahi.com/articles/ASH4V5D50H4VUHBI00T.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASH4W33HDH4WUHBI00J.html 
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150427/k10010062341000.html  
 http://www.47news.jp/FN/201504/FN2015042701001770.html  
 http://kumanichi.com/sokuho/2015/0427/20150427011.shtml  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150427/k10010062691000.html  
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150427-OYT1T50123.html?from=yartcl_popin 
 http://mainichi.jp/select/news/20150428k0000m030127000c.html  
 http://www.news24.jp/articles/2015/04/27/10273893.html  
 http://www.sponichi.co.jp/society/news/2015/04/27/kiji/K20150427 010249460.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150427/wor1504270034 -n1.html 





 http://news.tbs.co.jp/newseye/tbs_newseye2479445.html  
 http://www.realplay.com/channels/tbsnewsi/synopses/151790?hl=ja  
 http://www.cnn.co.jp/world/35063823.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150428/wor1504280017 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150428/wor1504280017 -n2.html 
 http://www.asahi.com/articles/DA3S11727957.html?iref=reca  








 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150429/k10010064601000.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASH4X5K20H4XUHBI021.html 
 http://mainichi.jp/select/news/20150429k0000m030141000c.html  
 http://news.tbs.co.jp/newseye/tbs_newseye2480273.html  
 http://www.rescuenow.net/%e3%83%8b%e3%83%a5%e3%83%bc%e3%82%b9/1341  
 http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG29H34_Z20C15A4CR8000/ 
 http://www.asahi.com/articles/ASH4Y5GWBH4YUHBI01K.html  
 http://earthquake-report.com/2015/04/25/massive-earthquake-nepal-on-april-25-2015/ 
 http://news.tbs.co.jp/newseye/tbs_newseye2481221.html  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150430/k10010065731000.html 
 http://www.afpbb.com/articles/ -/3046976?ctm_campaign=txt_topics 
 http://www.tokyo-np.co.jp/s/article/2015043001000830.html  
 http://www.tokyo-np.co.jp/s/article/2015043001001686.html  
 https://www.ohbsn.com/news/detail/zenkoku20150430_50 12022.php 
 http://www.sponichi.co.jp/society/news/2015/04/30/kiji/K20150430010266490.html  
 http://www.sankei.com/world/news/150430/wor1504300052 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150501/wor1505010008 -n1.html 
 http://mainichi.jp/select/news/20150501k0000m030094000c.html 
 http://www.asahi.com/articles/ASH4Z6DKGH4ZUHBI035.html  
 http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150501/k10010066651000.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASH511634H4ZUHBI044.html  
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150501-OYT1T50062.html 
 http://chuplus.jp/news/article/detail.php?comment_id=268008&comment_sub_id=0&  
category_id=26&index_flg=1&pl=9113490697 
 http://mainichi.jp/select/news/20150501k0000e030221000c.html  
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150501-OYT1T50062.html?from=yartcl_popin 
 http://www.nikkansports.com/general/news/1470080.html  
 http://www.jiji.com/jc/zc?k=201505/2015050100071&g=int  
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150501-OYT1T50121.html 
 http://www.asahi.com/articles/DA3S11734822.html  
 http://www.asahi.com/articles/ASH525R8NH52UHBI015.html 
 http://www.asahi.com/articles/ASH536GJYH53UHBI012.html  
 http://mainichi.jp/select/news/20150503k0000m030040000c.html  
 http://mainichi.jp/select/news/20150504k0000m030046000c.html  
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150502-OYT1T50064.html 
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150503-OYT1T50098.html?from=ycont_top_txt 
 http://www.47news.jp/CN/201505/CN2015050201002009.html  





 http://www.excite.co.jp/News/world_g/20150503/Tbs_news_3318 2.html 
 http://www.nikkei.com/article/DGXLZO86422510T00C15A5000000/  
 http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG05H15_V00C15A5000000/  
 http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG07H1G_X00C15A5000000/  
 http://www.nikkei.com/article/DGXLZO86443880W5A500C1000000/  
 http://mainichi.jp/select/news/20150504k0000m030046000c.html  
 http://mainichi.jp/select/news/20150505k0000m030067000c.html  
 http://mainichi.jp/select/news/20150506k0000m030077000c.html  
 http://www.sankei.com/world/news/150505/wor1505050034 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150505/wor1505050041-n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150506/wor1505060013 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150506/wor1505060032 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150507/wor1505070012 -n1.html 
 http://www.yomiuri.co.jp/world/20150507-OYT1T50025.html 
 http://www.sankei.com/affairs/news/150507/afr1505070037 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150508/wor1505080044 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150509/wor1505090052 -n1.html 
 http://www.sankei.com/world/news/150510/wor1505100041-n1.html 
 http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG09H9E_Z00C15A5000000/  
 http://www.47news.jp/CN/201505/CN2015050801001758.html  









 CRK ラジオ関西 558：  
 http://jocr.jp/sinssai/sinsai3.html 
 震災データベースリンク集：  
 http://www.shinsaihatsu.com/link/data.html  
 兵庫県 HP 阪神・淡路大震災の死者にかかる調査について：  
 http://web.pref.hyogo.lg.jp/pa20/pa20_000000016.html  
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 ブログ：  
 http://jiro-dokudan.cocolog-nifty.com/jiro/2006/05/_3000_38d0.html 
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付録 7：地域防災計画参考資料  
 兵庫県地域防災計画  
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk38/hyougokenchiikibousaikeikaku.html  
 神戸市地域防災計画と水防計画  
http://www.city.kobe.lg.jp/safety/prevention/plan/  
 西宮市地域防災計画  
http://www.nishi.or.jp/contents/0003221700020004000017.html  
 伊丹市地域防災計画  
http://www.city.itami.lg.jp/SOSIKI/SOMU/KIKIKANRI/1387875012152.html 
 神奈川県地域防災計画  
http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f5150/  
 横浜市防災計画  
http://www.city.yokohama.lg.jp/somu/org/kikikanri/keikaku/shinsai.html  
 川崎市地域防災計画  
http://www.city.kawasaki.jp/160/page/0000034665.html  
 高知県地域防災計画  
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/010101/tiikibousaikeikaku.html  
 滋賀県地域防災計画  
http://www.pref.shiga.lg.jp/c/shobo/tibou/tibou.html  
 静岡県地域防災計画  
https://www.pref.shizuoka.jp/bousai/seisaku/keikaku.html  
 大阪府地域防災計画  
http://www.pref.osaka.lg.jp/kikikanri/tiikibousaikeikaku/index.html 
 大阪市地域防災計画 (震災対策編 ) 
http://www.city.osaka.lg.jp/kikikanrishitsu/page/0000011958.html  





付録 8：業務継続計画参考資料  
 千葉県業務継続計画 (震災編 ) 
https://www.pref.chiba.lg.jp/bousai/kokuminhogo/kikikanri/gyoumkeizoku.html  
 鳥取県版業務継続計画 (BCP)策定推進に関する基本指針 [第 2 次改訂版 ] 
http://www.pref.tottori.lg.jp/96796.html 







 京都市業務継続計画 (震災対策編 ) 
http://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000149571.html  
 川西市業務継続計画 (BCP)【地震編】  
http://www.city.kawanishi.hyogo.jp/kurashi/bosai_bohan/bosai/016950.html  
 名古屋市業務継続計画【震災編】  
http://www.city.nagoya.jp/shisei/category/53-2-6-0-0-0-0-0-0-0.html 
 春日井市業務継続計画【地震編】  
http://www.city.kasugai.lg.jp/bosai/bosai/023148.html  
 横浜市業務継続計画 (BCP) 
http://www.city.yokohama.lg.jp/somu/org/kikikanri/bcp/jishinbcp2014.pdf  
 川崎市業務継続計画 (震災対策編 ) 
http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category /15-7-5-0-0-0-0-0-0-0.html 
 札幌市業務継続計画 (地震災害対策編 ) 
http://www.city.sapporo.jp/kikikanri/bcp/index.html  
 大山町 BCP(業務継続計画 )地震・津波編  
http://www.daisen.jp/p/1/10/1/102/  
 佐用町業務継続計画  
https://www.town.sayo.lg.jp/cms-sypher/www/info/detail.jsp?id=2077 
 板橋区業務継続計画【震災編】  
http://www.city.itabashi.tokyo.jp/c_kurashi/044/044030.html  
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